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１．研究計画の概要 
（１） 研究計画の基本的方針 
 本研究チームは、以下の７つの大きな研究
領域を設定してそれぞれ研究を進め、それら
の結果を総合して課題を解明するという方
法をとっている。 
 ①各学術雑誌の異機関共著論文データベ
ースの作成（担当：平本）。これは、共同研
究開発活動全体の推移を概観するための指
標として作成する。②共同研究開発政策の形
成と展開（担当：青木・平本）。共同研究開
発活動にとって重要な政策の展開を解明す
る。③エレクトロニクスでの事例研究（担
当：青木・平本）、④機械工業での事例研究
（担当：沢井）、⑤化学工業での事例研究（担
当：高松）。一国全体の技術革新を展開させ
るリーディング・セクターである、これら産
業における共同研究開発活動を解明する。⑥
技術者・研究者間公式・非公式ネットワーク
の形成と展開（担当：高橋）。共同研究開発
の基盤にある公式・非公式な研究者・技術者
間のネットワークの実態を解明し、共同研究
開発の社会的基盤を探る。⑦科学研究と産学
連携（担当：岡本）。科学研究の側から共同
研究開発を分析するとともに、学問領域間の
共同についても検討する。 
（２）各年度の研究計画 
 2008 年度は主に 1950 年代、2009 年度は
主に 1960 年代、2010 年度は主に 1970 年代
とおおまかに時代を追って分析を深め、2011
年度は補充調査と総括を行う予定である。 
 
２．研究の進捗状況 
（１）各領域での研究の進展 
 ①学術雑誌の異機関共著論文データベー

スの作成では、1945～1973 年までの電気・
電子・機械・化学の各学術雑誌のデータベー
スを作成した。②政策分析では、産業技術政
策構想の展開過程や鉱工業技術研究組合法
の制定過程の分析、研究組合制度の日英比較
（造船業）を行った。③エレクトロニクスで
は、コンデンサ、半導体、④機械工業では、
光学工業、溶接、⑤化学工業では、石油アセ
チレン、残渣油分解法、⑥技術者間ネットワ
ークでは、各種の雑誌を媒介とした活動、⑦
科学研究と産学連携では、物理学者と光学工
業、理研と産業技術などの事例研究を行った。 
（２）新たな知見の発見と公表 
 その結果、①からは、1950 年代初めから
活発になった論文執筆における共同研究が
1960 年代前半には停滞し、60 年代半ばから
再び活発になって以前の水準を上回るに至
ること、②からは、政策構想のモデルとして
イギリスの実践が大きな影響力をもったが、
しかし、実態としては日本の方が緊密な共同
が行われたこと（造船）、③、④、⑤からは、
成功した各事例の背後には産官学の研究
者・技術者の共同研究活動があったこと、⑥
からは、技術者の非公式なネットワークの重
要な媒介は雑誌であったこと、及びそのネッ
トワークの実像が、⑦からは、光学や真空技
術の発展などに物理学者が大きく寄与した
こと、などがそれぞれ明らかになった。それ
らを論文等で既に公表、ないし公表の途上か
準備中である。 
 
３．現在までの達成度 
③やや遅れている。 
理由 
 各分担研究者の作業は順調に推移してい
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るが、研究代表者の作業がやや遅れていると
判断せざるをえない。その理由は次のとおり
である。 
（１）上記８（１）①であげた異機関共著論
文データベースの作成が予想以上に労力を
要する作業となった。単純作業の部分は極力、
資料整理謝金によって遂行したが、機関の分
類など自ら行わなくてはならない作業が、雑
誌の論文数の増加にともない（とくに化学分
野は年間千本に達した）、激増した。何とか
計画どおりの期間に完成させたが、必然的に
他の作業に振り向ける時間が乏しくなった。 
（２）計画途中から付加した、研究者自伝の
網羅的収集、整理という作業も、非常に労力
を要する作業であった。（１）、（２）のため、
当初、構想した、関係者へのヒアリングなど
が十分には行えなくなった。 
（３）しかも、2011 年 3 月 11 日の東日本大
震災以降は、生活上の困難、学内管理上の業
務多端、交通の障害、図書館の閉鎖などから
ほとんどこの研究は停止せざるをえない状
況におちいった。通常、2～3 月は研究を大き
く進展させることができる時期であるだけ
にその影響は小さくない。 
 
４．今後の研究の推進方策 
（１）上記８（１）①の異機関共著論文デー
タベースは、全体の研究の基礎をなすデータ
であるので、一応、当初計画した部分は完成
しているが、是非、拡充（対象分野と対象期
間）に努めたい。そのためには従来以上に、
謝金の有効活用（自らの作業を謝金によるも
のに振り替える）が必要であると考えている。 
（２）同じ性格をもつ、研究者自伝の網羅的
収集、整理という作業も、是非、完成させた
い。この作業は謝金の活用には限度があり、
むしろ資料収集旅費が必要であるが、何とか
効率的にこの作業を遂行したい。 
 上記データベースと研究者自伝の網羅的
収集が完成すれば、対象期間の全体の活動を
概観できるデータを得たことになり、今後、
行われるであろう同種の研究や他分野での
研究にきわめて有用な基盤を提供すること
になると考えている。 
（３）各領域の研究は計画どおりに進める。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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